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容器承認に係る審査書 

（ＭＸ－６型，三菱原子燃料株式会社） 

原規規発第 2010206 号 

令和 2 年 10 月 20 日 

原 子 力 規 制 庁 

１．審査の結果 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、三菱原子燃料株式

会社（以下「申請者」という。）から核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律（昭和 32 年法律第 166 号。以下「法」という。）第５９条第３項及び核燃

料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則（昭和 53年総理府令第 57

号。以下「規則」という。）第２１条第１項に基づき申請のあった「容器承認申請書」

（令和 2年 6月 29 日付け三原燃第 20-0163 号。以下「本申請」という。）について、

法第５９条第１項に規定する規則で定める技術上の基準に従って保安のための措置

が講じられるか審査した。 

審査の結果、本申請は法第５９条第１項の技術上の基準のうち容器に関する基準を

満たすものであると認められる。 

具体的な内容は以下のとおり。なお、本審査結果においては、法令の規定等や申請

書の内容について、必要に応じ、文章の要約、言い換え等を行っている。 

 

２．申請の概要 

（１）輸送容器の名称 

ＭＸ－６型 

（２）核燃料輸送物の種類 

Ａ型核分裂性輸送物 

（３）承認を受けようとする容器の数 

3 基 

（４）設計承認番号 

Ｊ／２０２６／ＡＦ－９６ 

 

３．審査の方針 

本申請に係る輸送容器については、核燃料輸送物の種類がＡ型輸送物及び核分裂性

物質に係る核燃料輸送物であることから、規則第５条に定めるＡ型輸送物に係る技術

上の基準及び規則第１１条に定める核分裂性物質に係る核燃料輸送物の技術上の基

準のうち、容器に関する基準に適合していることを確認することとした。 

当該輸送容器については、平成 31 年 3 月 20 日付け原規規発第 1903202 号をもって
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核燃料輸送物設計承認書の交付を受けており、当該輸送容器の設計及び当該輸送容器

で運搬することを予定する核燃料物質等を当該輸送容器に収納した場合の核燃料輸

送物の安全性に関する確認を終えている。 

したがって、本申請の審査においては、当該輸送容器の製作の方法、当該輸送容器

が当該輸送容器の設計及び当該輸送容器の製作の方法に従って製作されていること、

当該輸送容器が当該輸送容器の設計及び当該輸送容器の製作の方法に適合するよう

維持されていること、当該輸送容器に係る品質管理の方法等を確認することとした。 

 

４．審査の内容 

申請者は、当該輸送容器は、2008 年から 2010 年にかけて仏国にて製作され、未使

用の状態で保管されているものを使用するとしている。 

当該輸送容器の製作の方法、当該輸送容器が当該輸送容器の設計及び当該輸送容器

の製作の方法に従って製作されていること、当該輸送容器が当該輸送容器の設計及び

当該輸送容器の製作の方法に適合するよう維持されていることについては、製作時に

容器製作者が適切に製作（製作の方法を含む。以下同じ。）し、維持管理していたこ

とについて確認したとしている。 

 

（１）容器製作者が輸送容器を適切に製作し、維持管理していたことについて 

申請者は、輸送容器製作時に容器製作者が適切に製作し、維持管理していたことに

ついては、申請者自らの品質マネジメントシステムに基づき、品質保証計画を策定し、

容器製作者に対して品質監査を行い、当該輸送容器の製作を行った当時の品質管理の

措置状況について確認を行い、適切な品質管理活動がなされていたことを確認したと

している。 

具体的には、申請者は当該輸送容器の製作に係る品質監査を 2018年 12 月から 2019

年 6 月にかけて実施し、輸送容器の製作及び検査並びに品質記録の整備等について、

容器製作者自らの品質マニュアルを定めていること及び当該品質マニュアルに従っ

て当該輸送容器が製作され、それらの品質記録が整備されていることを確認したとし

ている。また、当該輸送容器について、容器製作者が製作時に実施した材料検査、寸

法検査、溶接検査、外観検査、未臨界検査及び重量検査の記録確認により設計承認ど

おりの除熱性能、遮蔽性能及び未臨界性能を満足していることを、材料検査、寸法検

査、溶接検査、外観検査、耐圧検査、気密漏えい検査及び重量検査の記録確認により

設計承認どおりの密封性能などの諸要件を満足していることを確認したとしている。 

なお、伝熱検査については、収納物の発熱は無視できるため、検査対象外とすると

している。さらに、当該輸送容器の完成後から申請時までの性能維持に関して、容器

製作者に対して保管状況の聞き取り調査を行うとともに、自らの品質マネジメントシ

ステムにより策定した要領に基づき当該輸送容器の外観の目視確認を行い、当該輸送
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容器の健全性について評価を行った結果、当該輸送容器が当該輸送容器の設計及び当

該輸送容器の製作の方法に適合するよう維持されていることを確認したとしている。 

（２）申請者に引き渡された以降における輸送容器の検査及び維持管理について 

申請者は、当該輸送容器の保管及び維持管理に関して、屋内又は屋外に防水シート

をかけて保管し、性能を維持するとしており、1年に 1回以上（年間の使用回数が 10

回を超えるものにあっては、使用回数 10 回ごとに 1 回以上）、定期自主検査を実施

するとしている。 

また、当該輸送容器の使用前に外観確認を行い、輸送容器本体、蓋、衝撃吸収カバ

ーの形状、塗装等に異常な傷又は割れがないことをもって、性能が維持されているこ

とを確認するとしている。 

 

規制庁は、当該輸送容器について、以下を確認したことから、法第５９条第１項の

技術上の基準（Ａ型輸送物及び核分裂性物質に係る核燃料輸送物であることから、規

則第５条に定めるＡ型輸送物に係る技術上の基準及び第１１条に定める核分裂性物

質に係る核燃料輸送物の技術上の基準）のうち容器に関する基準を満たしていると判

断する。なお、規則第５条第１号から第１０号まで及び第１１条第１号から第３号ま

でと申請者が確認した各種検査等との対応関係は、別表のとおり。 

◯申請者は、平成 31年 3 月 20 日付け原規規発第 1903202 号をもって核燃料輸送物

設計承認書（設計承認番号：Ｊ／２０２６／ＡＦ－９６）の交付を受けているこ

と。 

◯申請者は、自らの品質マネジメントシステムに基づき、品質管理計画を策定し容

器製作者に対して品質監査を行い、当該輸送容器について、当該輸送容器の製作

を行った当時の品質管理の措置状況について確認を行い、適切な品質管理活動が

なされていたことを確認していること。 

◯申請者は、当該輸送容器に対して、容器製作者が製作時に実施した材料検査、寸

法検査、外観検査、溶接検査、耐圧検査、気密漏えい検査及び未臨界検査の記録

を確認し、設計承認及び本申請書に定めた製作の方法どおり製作されていること

を確認していること。 

◯申請者は、当該輸送容器の完成後から申請時までの性能維持に関して、容器製作

者に対して保管状況の聞き取り調査を行うとともに、自らの品質マネジメントシ

ステムにより策定した要領に基づき当該輸送容器の外観の目視確認を行い、当該

輸送容器の健全性について評価を行った結果、当該輸送容器が当該輸送容器の設

計及び当該輸送容器の製作の方法に適合するよう維持されていることを確認し

ていること。 

○申請者は、当該輸送容器は屋内又は屋外に防水シートをかけて保管し、性能を維

持するとしており、定期自主検査を実施するとしていること。また、当該輸送容
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器の使用前に外観確認を行い、性能が維持されていることを確認するとしている

こと。 

 

５．その他 

原子力規制委員会は、容器承認書交付後の当該輸送容器を使用した核燃料輸送物の

運搬においては、運搬する当該核燃料物質及び当該核燃料物質を当該輸送容器に収納

した核燃料輸送物の発送前の点検（外観検査、線量当量率検査、未臨界検査、吊上げ

検査、重量検査、収納物検査及び表面密度検査）について確認することとなる。 



別表 規則第５条及び第１１条と申請者が確認した各種検査等との対応関係 

規則 技術上の基準 申請者が確認した各種検査項目 
材

料

検

査 

寸

法

検

査 

溶

接

検

査 

外

観

検

査 

耐

圧

検

査 

気

密

漏

え

い

検

査 

未

臨

界

検

査 

重

量

検

査 

吊

上

荷

重

検

査 

取

扱

い

検

査 

規則第５条 Ａ型輸送物に係る技術上の基準

は、次の各号に掲げるものとす

る。 
 

規則第５条第１号 第４第１号から第５号まで、第８

号及び第１０号に定める基準  

 規則第４条第１号 容易に、かつ、安全に取扱うこと

ができること。 ○ ○ ○ ○    ○ ○ ○ 

 規則第４条第２号 運搬中に予想される温度及び内圧

の変化、振動等により、亀裂、破

損等の生じるおそれがないこと。 
○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ 

 規則第４条第３号 表面に不要な突起物がなく、か

つ、表面の汚染の除去が容易であ

ること。 
○ ○ ○ ○       

 規則第４条第４号 材料相互の間及び材料と収納され

る核燃料物質等との間で危険な物

理的作用又は化学反応の生じるお

それがないこと。 

○ ○ ○ ○       

 規則第４条第５号 弁が誤つて操作されないような措

置が講じられていること。 ○ ○ ○ ○      ○ 

 規則第４条第８号 表面の放射性物質の密度が原子力

規制委員会の定める密度（以下

「表面密度限度」という。）を超

えないこと。 

該当せず（発送前の点検にて確認） 

 規則第４条第１０号 核燃料物質等の使用等に必要な書

類その他の物品（核燃料輸送物の

安全性を損なうおそれのないもの

に限る。）以外のものが収納され

ていないこと。 

該当せず（発送前の点検にて確認） 

規則第５条第２号 外接する直方体の各辺が 10cm 以

上であること。  ○  ○       

規則第５条第３号 みだりに開封されないように、か

つ、開封された場合に開封された

ことが明らかになるように、容易

に破れないシールの貼付け等の措

置が講じられていること。 

○ ○ ○ ○      ○ 



規則 技術上の基準 申請者が確認した各種検査項目 
材

料

検
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寸

法

検
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接

検
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外

観

検
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圧

検

査 
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密
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未
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界
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査 

重

量

検

査 
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上

荷

重

検

査 

取

扱

い

検
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規則第５条第４号 構成部品は、-40°C 度から 70°C
までの温度の範囲において、亀

裂、破損等の生じるおそれがない

こと。ただし、運搬中に予想され

る温度の範囲が特定できる場合

は、この限りでない。 

○ ○ ○ ○ ○      

規則第５条第５号 周囲の圧力を 60kPa とした場合

に、放射性物質の漏えいがないこ

と。 
○ ○ ○ ○ ○ ○     

規則第５条第６号 液体状の核燃料物質等が収納され

ている場合には、次に掲げる要件

（略）に適合すること。 

該当せず（本輸送容器には液体状の核燃料

物質等を収納しない） 

規則第５条第７号 表面における最大線量当量率が

2mSv/h を超えないこと。 ○ ○ ○ ○       

規則第５条第８号 表面から 1ｍ離れた位置における

最大線量当量率が 100μSv/hを超

えないこと。 
○ ○ ○ ○       

規則第５条第９号 原子力規制委員会の定めるＡ型輸

送物に係る一般の試験条件の下に

置くこととした場合に、次に掲げ

る要件に適合すること。 

 

 規則第５条第９号イ 放射性物質の漏えいがないこと。 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○   

 規則第５条第９号ロ 表面における最大線量当量率が著

しく増加せず、かつ、2mSv/h を

超えないこと。 
○ ○ ○ ○    ○   

規則第５条第１０号 原子力規制委員会の定める液体状

又は気体状の核燃料物質等（気体

状のトリチウム及び希ガスを除

く。）が収納されているＡ型輸送

物に係る追加の試験条件の下に置

くこととした場合に、放射性物質

の漏えいがないこと。 

該当せず（本輸送容器には液体状又は気体

状の核燃料物質等を収納しない） 



規則 技術上の基準 申請者が確認した各種検査項目 
材
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規則第１１条 核分裂性物質を第３条の規定によ

り核燃料輸送物として運搬する場

合には、当該核分裂性物質に係る

核燃料輸送物（原子力規制委員会

の定めるものを除く。以下「核分

裂性輸送物」という。）は、輸送

中において臨界に達しないもので

あるほか、第５条第３号に定める

基準に適合するもの（ＩＰ―１型

輸送物又はＩＰ―２型輸送物とし

て運搬する場合に限る。）及び次

の各号に掲げる技術上の基準に適

合するもの（原子力規制委員会の

定める要件に適合する核分裂性輸

送物として運搬する場合を除

く。）でなければならない。 

 

規則第１１条第１号 原子力規制委員会の定める核分裂

性輸送物に係る一般の試験条件の

下に置くこととした場合に、次に

掲げる要件に適合すること。 

 

 規則第１１条第１号イ 容器の構造部に一辺 10cm の立方

体を包含するようなくぼみが生じ

ないこと。 
○ ○ ○ ○    ○   

 規則第１１条第１号ロ 外接する直方体の各辺が 10cm 以

上であること。 ○ ○ ○ ○    ○   

規則第１１条第２号  次のいずれの場合にも臨界に達し

ないこと。  

 規則第１１条第２号イ 原子力規制委員会の定める孤立系

の条件の下に置くこととした場合 ○ ○ ○ ○   ○    

 規則第１１条第２号ロ 原子力規制委員会の定める核分裂

性輸送物に係る一般の試験条件の

下に置いたものを原子力規制委員

会の定める孤立系の条件の下に置

くこととした場合 

○ ○ ○ ○   ○ ○   

 規則第１１条第２号ハ 原子力規制委員会の定める核分裂

性輸送物に係る特別の試験条件の

下に置いたものを原子力規制委員

会の定める孤立系の条件の下に置

くこととした場合 

○ ○ ○ ○   ○ ○   



規則 技術上の基準 申請者が確認した各種検査項目 
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 規則第１１条第２号ニ 当該核分裂性輸送物と同一のもの

であつて原子力規制委員会の定め

る核分裂性輸送物に係る一般の試

験条件の下に置いたものを、原子

力規制委員会の定める配列系の条

件の下で、かつ、当該核分裂性輸

送物相互の間が最大の中性子増倍

率（原子核分裂の連鎖反応におい

て、核分裂により放出された 1 個

の中性子ごとに、次の核分裂によ

つて放出される中性子の数をい

う。以下同じ。）になるような状

態で、当該核分裂性輸送物の輸送

制限個数（1 箇所（集合積載した

当該核分裂性輸送物が、他のどの

核分裂性輸送物とも 6m 以上離れ

ている状態をいう。）に集合積載

する核分裂性輸送物の個数の限度

として定められる数をいう。以下

同じ。）の 5 倍に相当する個数積

載することとした場合 

○ ○ ○ ○   ○ ○   

 規則第１１条第２号ホ 当該核分裂性輸送物と同一のもの

であつて原子力規制委員会の定め

る核分裂性輸送物に係る特別の試

験条件の下に置いたものを、原子

力規制委員会の定める配列系の条

件の下で、かつ、当該核分裂性輸

送物相互の間が最大の中性子増倍

率になるような状態で、輸送制限

個数の 2 倍に相当する個数積載す

ることとした場合 

○ ○ ○ ○   ○ ○   

規則第１１条第３号 -40°C から 38°C までの周囲の温

度の範囲において、亀裂、破損等

の生じるおそれがないこと。ただ

し、運搬中に予想される最も低い

温度が特定できる場合は、この限

りでない。 

○ ○ ○ ○ ○      

 

 


